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平成２０年度事業評価書（事前）要旨

評価実施時期：平成２０年８月 担当部局名：職業安定局首席職業指導官室

大都市圏における非正規労働者の就労支援体制の整備

基本目標Ⅳ
　経済・社会の変化に伴い多様な働き方が求められる労働市場において労働者の職業の安定を図る
こと
施策目標１
　労働力需給のミスマッチの解消を図るために需給調整機能を強化すること
施策目標１－１
　公共職業安定機関等における需給調整機能を強化すること

　（政策等への反映の方向性）
　　評価結果を踏まえ、平成21年度予算概算要求において所要の予算を要求する。
　　（概算要求額：607百万円）

　非正規労働者の特に多い大都市圏（東京、愛知、大阪）に非正規労働者の安定した就職を支援す
るため、「非正規労働者就労支援センター」（仮称）を設置して、以下の取組等を行う。
(1) 担当制によるきめ細かな職業紹介・職業相談等
　　自己理解・労働市場の理解支援から応募書類の書き方、面接の受け方指導等、個々の対象者の
　状況、課題等に応じて、担当制によるきめ細かな支援の実施。
(2) 公共職業訓練の受講希望者に対する支援
　　能力等に応じた公共職業訓練に係る情報提供や受講相談、受講あっせん等を実施。
(3) 求職者のニーズ、能力等に応じた求人開拓の実施
　　求職者のニーズ、能力等に応じて、トライアル雇用や紹介予定派遣に係る求人開拓。
(4) 公共職業安定所の求人情報をはじめとした各種就職情報の提供

【評価結果の概要】

（１）必要性の評価
その他行政関与の必要性の有無(主に官民の役割分担の観点から) 有 無

(理由)
非正規労働者の増加については、低所得に起因する未婚率の上昇や少子化の加速、低

い公的年金への加入状況による生活保護世帯の増加等につながることとなり、我が国の
経済社会の活力を削ぐおそれがある。このため、このような社会的な課題に対して、市
場に委ねるだけでは不十分であり、本事業により行政が関与し、適切な支援を行う必要
がある。

その他国で行う必要性の有無(主に国と地方の役割分担の観点から) 有 無
(理由)
非正規労働者の増加については、低所得に起因する未婚率の上昇や少子化の加速、低

い公的年金への加入状況による生活保護世帯の増加等につながることとなり、我が国の
経済社会の活力を削ぐおそれがある。このため、このような我が国全体に係る課題に対
しては、国の責任において実施すべきものである。
民営化や外部委託の可否 可 否
(理由)
本事業は、能力・経験や求職活動のノウハウの不足等から安定した職業に移行するこ

とが困難な者に対する就職支援であり、国のセーフティネットとして、あらゆる職業紹
介を取扱い、専門的なノウハウも有する公共職業安定所において実施することが適当で
ある。
他の類似事業(他省庁分を含む)がある場合の重複の有無 有 無
(有の場合の整理の考え方)

（２）有効性の評価
事業の有効性
本事業の担当制によるきめ細かな職業紹介・職業相談等の支援等を通じ、より多くの

非正規労働者の常用就職を図ることが期待される。

（３）効率性の評価
非正規労働者の増加については、低所得に起因する未婚率の上昇や少子化の加速、低

い公的年金への加入状況による将来的な生活保護世帯の増加等につながることとなり、
我が国の経済社会全体の活力を削ぐおそれがある。本事業の実施は、非正規労働者の常
用就職を図り、これらの問題点の解消に資する効果が期待される。また、本事業は、あ
らゆる職業紹介を取扱い、専門的なノウハウも有する公共職業安定所により、既存の組
織・ノウハウを活用しつつ実施する。このため、本事業は費用対効果の観点からも効率
的である。
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【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果　等】

アウトカム指標 本事業と指標の関連についての説明
（達成水準／達成時期）

「非正規労働者就労支援セ 本事業は、非正規労働者の常用就職を図ることを目
ンター（仮称 」の支援対 標としているところ、その支援対象者の常用就職割合）
象者のうち、常用就職した を「評価指標」とすることが適当であるため。
者の割合（単位：％）

（調査名・資料出所、備考）
資料出所：職業安定局調べによる。

アウトプット指標 本事業と指標の関連についての説明
（達成水準／達成時期）

非正規労働者就労支援セン 本事業は、安定した就職を希望する非正規労働者を
ター（仮称）の支援対象者 支援対象としているところ、その支援対象者数を「評
数 （単位：人） 価指標」とすることが適当であるため。

（調査名・資料出所、備考）
資料出所：職業安定局調べによる。


